
















［国内社会］ の［17/ 生産・食料・資源、18/ 交通・通信、
メディア、19/ 教育、20/ 銃後生活、後援団体、21/ 動




















































































































































































































































































































































































































































































































































































たのは 1937 年 8 月 24 日である。本実施要綱にもと
づき、精神総動員強調週間（1937 年 10 月）、国民精
神作興週間（同 11 月）、肇国精神強調週間運動（1938
年 2 月）、愛国公債購入運動（1938 年 2 月）、貯蓄報
国強調週間（同 6 月）などの強化運動が展開され、
1939 年 9 月になると、一汁一菜の食事や日の丸弁当
が奨励され、9 月 1 日からは毎月 1 日の興亜奉公日に、
神社参拝や勤労奉仕、料亭・娯楽場の休業が実施された。








































































が重視され、国家総動員法の公布後、1941 年 1 月 22
日に「人口政策確立要綱」が閣議決定された。本「要綱」
は、当時約 7000 万の内地人口を「（20 年後の）1960
年に一億人とする」ことを目標に、その実現方策として























































1937 年国民精神総動員運動から 1940 年大政翼賛会
運動の影響下にあった国策用語（その紙芝居脚本におけ
る用例）が中心であり、1941 年 10 月 18 日から













稿で何度か言及した 1934 年『国防の本義』、1937 年『国
体の本義』、1941 年『臣民の道』に淵源をもつが、











年 10 月 6 日閣議決定『決戦与論指導方策要綱』）と、
元寇神話・日本精神に運命を寄託している。そして遂に














資源、18/ 交通・通信、メディア、19/ 教育、20/ 銃後
生活、後援団体、21/ 動員・奉仕・生活改善、23/ 防諜、
防空］ の姿を紹介していく予定である。
（続）
